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各 位 

公正取引委員会からの勧告について 

 
本⽇、株式会社マルゼンは公正取引委員会から改正前の下請代⾦⽀払遅延等防⽌法（以

下、「下請法」）に基づく勧告（以下、「本勧告」）を受けました。 
 
 本勧告は、下請法の適⽤対象となる取引において、現⾦払いの⽅法により代⾦を⽀払う
場合に下請代⾦の額に⼀定率を乗じて得た額を「事務⼿数料及び⾦利」の名⽬で差し引い
ていたことが、下請法第4条1項第3号（下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに、下
請代⾦の額を減ずること）の規定に違反すると判断されたものです。 
 本勧告において違反するとされた対象は、令和7年4⽉から令和8年1⽉までの期間におけ
る事業者様との取引における上記⾏為になります。 
 

当社は公正取引委員会の指摘を真摯に受け⽌め、違反とされた⾦額を、対象となる事業
者様へ⽀払いを完了しております。 

なお、当社では公正取引委員会の指摘に先⽴ち、令和8年1⽉における改正下請法（取適
法）の施⾏に合わせて、同法の適⽤対象取引について「事務⼿数料及び⾦利」名⽬での差
し引き⽀払いの運⽤を⼀切取りやめております。 
  

当社は、本勧告を重く受け⽌めております。今後は、取適法をはじめとする関係法令の
遵守を改めて徹底するとともに、役員および従業員への教育、社内管理体制の強化等の再
発防⽌策を実施してまいります。 
 
 本件により、お取引先の皆様をはじめ関係者の皆様に多⼤なるご迷惑とご⼼配をおかけ
しましたことを深くお詫び申し上げます。 
 

以上 
 


